
　生産緑地法が平成２９年５月に改正され、「特定生産緑地制度」が創設されました。新制度を踏
まえてどのような土地利用の意向を有しているかを把握し、今後の指定に向けた取組の参考とさせ
ていただくため、アンケートを実施しました。

【Ⅰ．農業後継者の有無について】
　問１　生産緑地を引き続き耕作される後継者はいますか。
　　　　・すでに就農している農業後継者がいる　５０件（３２.９％）
　　　　・まだ就農していないが、農業後継予定者がいる　２４件（１５.８％）
　　　　・今のところ未定だが、誰かが農業を継いでくれると思う　３６件（２３.７％）
　　　　・誰も農業を継がないと思う　３９件（２５.７％）
　　　　・回答なし　３件（２.０％）

　問２　農作業の中心となっている方の年齢は何歳でしょうか。
　　　　１９歳以下 １件（０.７％）、２０歳代 ２件（１.３％）、３０歳代 １３件（８.６％）、
　　　　４０歳代 １４件（９.２％）、５０歳代 ２９件（１９.１％）、
　　　　６０歳代 ４１件（２７.０％）、７０歳以上 ４７件（３０.９％）、
　　　　回答なし ５件（３.３％）

【Ⅱ．生産緑地の継続及び特定生産緑地制度の利用意向について】
　問３　平成２９年５月の生産緑地法の改正に伴い、指定後３０年を経過した生産緑地地区につい
　　　　ては、所有者の同意を得て買取申出可能時期を１０年先送りする、「特定生産緑地指定制
　　　　度」が新たに創設されました。このことは御存じでしたか。
　　　　・知ってた　１０９件（７１.７％）
　　　　・知らなかった　４３件（２８.３％）

　問４　買取り申出の始期を１０年先送りする特定生産緑地の指定の意向についてお尋ねします。
　　　　・所有する生産緑地全てを指定または検討　７０件（４６.１％）
　　　　・所有する生産緑地のうち一部を指定または検討　２７件（１７.８％）
　　　　・指定の意向はない　１１件（７.２％）
　　　　・現状ではわからない、または判断できない　４４件（２８.９％）

　問５　生産緑地が指定から３０年が経過した時点で１年以内に、茅ヶ崎市へ買取申出（解除の
　　　　手続）を行う予定はありますか。
　　　　・所有する生産緑地全てを買取申出を申請または検討　７件（４.６％）
　　　　・所有する生産緑地のうち一部を買取申出を申請または検討　２２件（１４.５％）
　　　　・買取申出を行うつもりはない　６７件（４４.１％）
　　　　・現状ではわからない、または判断できない　５５件（３６.２％）
　　　　・回答なし　１件（０.７％）

担当課 都市計画課

市民参加の方法　実施結果票

市民参加
の概要

特定生産緑地制度に関するアンケート結果

実施年月日
平成３０年１１月から平成３１
年２月

実施回数 １回

 その他特記事項

Ⅱ　Ⅰに対する市長等の考え方
　生産緑地として指定されている都市農地は、茅ヶ崎市みどりの基本計画において、保全
する農地として位置付けられています。今後、所有者の皆様に生産緑地及び特定生産緑地
制度の理解を深めていただけるよう周知・啓発に努めてまいります。
　また、特定生産緑地は、生産緑地の指定から３０年が経過する前までに指定する必要が
ありますので、手続を円滑に進められるよう、所有者の皆様へ申請書の発送等を迅速かつ
丁寧に実施してまいります。

対象者
生産緑地の所有者
(発送数　２５３件）

参加者実数 １５２件

Ⅰ　述べられた意見、又は提出された提案等の概要


